
 - 1 -

   Ⅰ 平成１８年度  決  算  の  概  要 

 

１ 平成１８年度の国の財政運営と地方財政 

平成１８年度の国の当初予算は，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」（平成17年6

月21日閣議決定）に基づき，前年と同様に２０１０年代初頭の基礎的財政収支の黒字化を念頭に置き

つつ，郵政民営化の着実な実施，政策金融改革，総人件費改革，資産・債務改革，市場化テストによ

る民間への業務開放，規制改革等を通じ「小さくて効率的な政府」を実現するとともに，各分野にわ

たる構造改革を断行し，こうした取組みを進めることにより，経済活性化を実現し，民間需要主導の

持続的な経済成長を図ることとされた。 

予算配分の重点化・効率化に当たっては，活力ある社会・経済の実現に向けた４分野【「人間力の

向上・発揮，教育及び文化，科学技術，IT」「個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方」「公平で安

心な高齢化社会・少子化対策」「循環型社会の構築・地球環境問題への対応」】について，これまで

の実績・評価を考慮しつつ，政策効果が顕著なものについて重点的かつ効率的に推進した。 

 一方，地方財政については，地方譲与税等の税源移譲額の増加，民間需要中心の緩やかな経済回復

に伴い地方税が増加したが，三位一体改革による地方交付税等の大幅な削減，バブル経済崩壊後の数

次の景気対策による公共事業の追加や減税の実施等により，借入金残高が累積しており厳しい財政運

営を余儀なくされている状況に変わりはない。平成１７年度決算における地方の経常収支比率を見て

みると，前年度より0.1%ポイント低下したものの，91.4%と依然として高い水準となっており，簡素で

効率的な行政システムを確立するためには，徹底した行政改革を推進するとともに，歳出総額の抑制

と重点化を進め，効率的で持続可能な財政へ転換を図ることが急務となっている。 

 平成１８年度の地方財政計画は，極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ，歳出面においては前出

の「基本方針」や「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）等に沿って，歳出全般にわ

たり徹底した見直しを行うことにより歳出総額の計画的な抑制を図る一方，当面の重要課題である前

出の「４分野」への対応等に財源の重点的配分を図ることとした。歳入面においては，地方税負担の

公平適正化の推進と安定的な財政運営に必要な地方交付税，地方税などの一般財源の確保を図ること

を基本とするとともに，引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について，地方財政の運営上支

障が生じないよう適切な補てん措置を講じることとして策定された。 
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２ 本市の決算の状況 

 本市においては，地方財政計画はもとより，平成１５年７月に策定され，１７年９月に見直しを行

った財政健全化計画や事務事業評価を基本とした予算編成により財政運営を行い，その決算状況は，

別表１～９に示すとおりである。 

 ○ 決算規模及び収支の状況 

 平成１８年度の普通会計の決算額は，次のとおりである。 

                                             （  対前年度増減額   ,  対前年度比） 

       歳 入 ２１０億１,０７７万円  （△１０億５,１６５万円,  △４.８％） 

       歳 出 ２０５億２７８万円     （△１０億２,８３０万円,  △４.８％） 

 なお前年度と比較して減額となった主な要因は，次のとおりである。 

      ① 地方交付税                 （ 対前年度  △５億６,０６６万円） 

      ②  公債費                     （    〃     △３億１,３８０万円） 

③  市税                   （    〃     △２億４,０８３万円） 

歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は，５億７９９万円の黒字であり，翌年度へ繰り越す

べき財源７２万円を差し引いた実質収支は，５億７２７万円となっているが，実質収支は前年度から

の収支の累積であるので，その影響を控除した単年度収支から実質的な黒字要素（財政調整基金への

積立額及び地方債の繰上償還額）を加え，赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた「実質

単年度収支」は１億３５０万円の赤字を計上することとなった。財政収支の均衡という面からみると

１億円の赤字であり，歳入の減少傾向も勘案すると依然として厳しい状況である。 

 次に，財政構造については，財政の弾力性を判断する指標である経常収支比率は９０.５％（前年度

８５.３％）と悪化した。悪化した要因は，地方交付税等の大幅な減と扶助費などの増による，経常一

般財源の減と経常経費の増によるものであり，歳入歳出両方の要因である。 笠岡市財政健全化計画で

は８５％を目標としており，臨時の財政需要への対応や投資的事業の推進には改善する必要がある。 

 また，公営企業等の債務に充てた繰出金等を算定に含めた財政の硬直化を判断する指標としての実

質公債費比率（平成１７年度決算から採用）は２２.７％（前年度２４.５％）と大幅な改善をするこ

とができたが，県下でも非常に高い割合であり，注意ラインである１８％を大きく超えており，引き

続き公債費負担の適正化への取組みを毅然として進めていく必要がある。 
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 ○ 歳  入 

 歳入の主なものは次のとおりである。 

                                       （  構成比   ,   対前年度比 ） 

 ① 地方交付税  ５７億１,５０６万円 （ ２７.２％,  △  ８.９％） 

 ② 市   税  ７３億２,３６６万円 （ ３５.０％,  △ ３.２％） 

 ③ 地 方 債  １５億８,１４０万円 （   ７.５％,  ＋１５.４％） 

 ④ 国庫支出金  １４億  ９７８万円 （  ６.７％,  △１４.１％） 

 ⑤ 地方譲与税    ７億  ２６３万円 （  ３.３％,  ＋４１.１％） 

 地方交付税及び国庫支出金は，国の三位一体改革の進展に伴い，引き続き大幅な減額となった。市

税は市民税所得割が増となったが，市民税法人税割や評価替による固定資産税の減などにより昨年の

５．９％増から転じて３．２％の減となった。地方債の増は，財政健全化により発行額を抑制してい

る状況ではあるが，学校建設や防災対策事業を推進し大幅な増となった。厳しい財政運営が続いてい

るが，全庁挙げて歳入の増に向け工夫した取り組みを行ったことで，財政調整基金の取り崩しを１億

円に留めている。 

 

 ○ 歳  出 

 目的別経費の主なものは，次のとおりである。 

                                        （  構成比  ,   対前年度比 ） 

 ① 民  生  費  ５４億２,６８０万円 （ ２６.５％,   ＋ ３.４％） 

 ② 衛 生  費  ２９億７,６７７万円 （ １４.５％,   △ １.０％） 

 ③ 土 木 費  ２９億  ８０８万円 （ １４.２％,   △  ０.５％） 

 ④ 公 債  費   ２６億４,４８１万円 （ １２.９％,   △１０.６％） 

 ⑤ 総 務  費   ２１億９,７５２万円 （ １０.７％,   △１４.３％） 

 ⑥ 災害復旧費     １，７６２万円 （  ０.１％,   △９２.９％） 

 民生費の増は扶助費などの義務的経費の増による。公債費は財政健全化計画の効果により着実に減

少している。災害復旧費は台風等自然災害の減により大幅に減少している。 
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性質別経費の主なものは，次のとおりである。 

                                （  構成比  ,  対前年度比  ） 

 ① 義務的経費              ８８億９,８２５万円 （ ４３.４％,   △  ３.１％） 

（人件費＋扶助費＋公債費） 

 ② 消費的経費                ５３億６,２７７万円（ ２６.１％,  △  １.１％） 

      （物件費＋維持補修費＋補助費等） 

 ③ 投資的経費             ２４億２,２９１万円（  １１.８％,  △ ３.２％） 

      （普通建設費＋災害復旧事業） 

 義務的経費の減は，人件費と公債費の減が主な要因となっている。人件費は，定年退職者の増によ

り退職金が大幅な増となったが，退職者不補充による職員給与費等の削減効果で，人件費全体では減

となった。公債費は財政健全化計画の効果により着実に減少している。 

消費的経費の減は，前年度には国体関係の支出があったこと，委託料等の精査などによる物件費の

減が主な要因となっている。 

投資的経費の減は，学校施設や市民会館の改修，高潮対策を主とする防災対策事業等により普通建

設費は増となったが，台風等自然災害の減により災害復旧費が大幅に減少したことによる。 

 

今後の施策の推進に当たっては，従来にも増して経費の節減・合理化，事務事業の見直しなど，行

政改革を着実に実施するとともに，引き続き財政健全化に取り組むことが重要である。前述してきた

本年度の決算の結果を踏まえた上で，「強くて，ぬくもりの感じられるやさしい笠岡づくり」を基本

理念とし，経費削減による縮小に陥ることなく，一層の「事業の選択と集中」を全庁挙げて徹底的に

検討することにより重点化を図りつつ，「活力ある福祉都市」を実現するために，市民の皆さまにと

って，真に必要な事業を行っていく決意である。 

 



別表１
主　　要　　決　　算　　統　　計

普 通 会 計 決 算 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 区 分 決 算 額 構 成 比
％ ％ 

ゴ ルフ場利用税
交 付 金
自 動 車 取 得 税
交 付 金

交通安全対策特別
交 付 金

注：普通会計とは，一般会計と住宅資金貸付事業，へき地診療施設及び相生墓園事業を含みます。

5.6 

維 持 補 修 費

物 件 費

積 立 金

補 助 費 等

1,150,194 

761,220 

2,904,578 

2,422,910 

100.0 

11.3 

0.7 

14.1 

0.8 

3.7 

14.2 

11.8 

0.1 

100.0 

0.0 

6.1 

0.1 

7.5 

17,620 

3.5 

1,255,096 

17,620 災害復旧事業

合 計

0.1 

2.8 

1.7 

0.8 

6.7 

4.3 

0.5 

0.2 

単　　　独

580,928 

352,294 

166,349 

2,316,263 

152,172 

2,894,338 

153,047 

1,409,783 

905,904 

113,013 

単　　　独

普通建設事業43,207 

143,309 

261,335 

742,435 

1,581,400 

投 資 的 経 費

繰 出 金

投 資 出 資 貸 付 金

小 計

11.7 2,405,290 

合 計

補　　　助

補　　　助

21,010,772 

0 

0.7 

1.2 

20,502,782 

（ う ち 職 員 給 ）

扶 助 費

公 債 費

3.3 

0.1 

11.9 

13.0 

12.9 

43.4 

手 数 料

0.1 

0.2 

小 計

地 方 交 付 税

45,807 

14,698,007 

0.1 

70.0 

12,808 

使 用 料

分 担 金 負 担 金

諸 収 入

地 方 債

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

2,442,058 

2,660,623 

2,644,807 

8,898,254 

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地方特例交付金

地方消費税交付金

株式等譲渡所得割
交 付 金

（単位：千円）
歳　　　　　入 歳　　　　　出

市 税 3,592,824 35.0 17.5 7,323,656 人 件 費

702,627 

24,742 

24,170 

206,478 

507,070 

24,015 

5,715,063 

124,379 0.6 

1.0 

27.2 

2.4 

－5－



別表２

（単位：千円）

区 分 １ ８ 年 度 １ ７ 年 度 増 減 率

％ 

市 税 7,323,656 7,564,483 △ 3.2 

地 方 譲 与 税 702,627 497,900 41.1 

利 子 割 交 付 金 24,742 36,240 △ 31.7 

配 当 割 交 付 金 24,170 16,051 50.6 

株式等譲渡所得割交付金 24,015 25,936 △ 7.4 

地 方 消 費 税 交 付 金 507,070 497,421 1.9 

ゴルフ場利用税交付金 45,807 47,851 △ 4.3 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 124,379 123,342 0.8 

地 方 特 例 交 付 金 206,478 219,245 △ 5.8 

地 方 交 付 税 5,715,063 6,275,723 △ 8.9 

（ 普 通 ） 4,889,002 5,408,637 △ 9.6 

（ 特 別 ） 826,061 867,086 △ 4.7 

小 計 14,698,007 15,304,192 △ 4.0 

交通安全対策特別交付金 12,808 12,049 6.3 

分 担 金 負 担 金 580,928 560,342 3.7 

使 用 料 352,294 380,819 △ 7.5 

手 数 料 166,349 178,986 △ 7.1 

国 庫 支 出 金 1,409,783 1,640,635 △ 14.1 

県 支 出 金 905,904 1,062,187 △ 14.7 

財 産 収 入 113,013 304,923 △ 62.9 

寄 附 金 43,207 42,693 1.2 

繰 入 金 143,309 42,257 239.1 

繰 越 金 261,335 247,547 5.6 

諸 収 入 742,435 915,688 △ 18.9 

地 方 債 1,581,400 1,370,100 15.4 

合 計 21,010,772 22,062,418 △ 4.8 

歳入状況及び前年対比表

－6－



別表３
市　　税　　の　　状　　況

標準税 標準税率 現年 滞納

現年課税分滞納繰越分 合 計 率超過 現年課税分滞納繰越分 合 計 超過収入 課税 繰越 合計

調定額 済額 分 分

％ ％ ％ 

1 6,863,126 478,206 7,341,332 144,435 6,756,982 74,607 6,831,589 144,146 98.5 15.6 93.1 

2,771,051 142,102 2,913,153 144,435 2,729,917 17,736 2,747,653 144,146 98.5 12.5 94.3 

個 人 均 等 割 73,432 5,617 79,049 71,811 664 72,475 97.8 11.8 91.7 

所 得 割 1,687,778 129,083 1,816,861 1,650,285 15,259 1,665,544 97.8 11.8 91.7 

上記のうち退
職所得分

28,179 28,179 28,179 28,179 100.0 100.0 

法 人 均 等 割 125,176 878 126,054 124,926 225 125,151 99.8 25.6 99.3 

法 人 税 割 884,665 6,524 891,189 144,435 882,895 1,588 884,483 144,146 99.8 24.3 99.2 

3,690,851 325,589 4,016,440  3,629,247 54,642 3,683,889  98.3 16.8 91.7 

純固定資産税 3,682,104 325,589 4,007,693  3,620,500 54,642 3,675,142  98.3 16.8 91.7 

土 地 1,647,117 145,646 1,792,763 1,619,560 24,443 1,644,003 98.3 16.8 91.7 

家 屋 1,237,647 109,438 1,347,085 1,216,940 18,367 1,235,307 98.3 16.8 91.7 

償 却 資 産 797,340 70,505 867,845 784,000 11,832 795,832 98.3 16.8 91.7 

交 付 金 8,747 8,747 8,747 8,747 100.0 100.0 

117,174 10,515 127,689 113,768 2,229 115,997 97.1 21.2 90.8 

284,050 284,050 284,050 284,050 100.0 100.0 

    

2 492,720 45,227 537,947  484,477 7,590 492,067  98.3 16.8 91.5 

492,720 45,227 537,947  484,477 7,590 492,067  98.3 16.8 91.5 

土 地 281,343 25,825 307,168 276,636 4,334 280,970 98.3 16.8 91.5 

家 屋 211,377 19,402 230,779 207,841 3,256 211,097 98.3 16.8 91.5 

7,355,846 523,433 7,879,279 144,435 7,241,459 82,197 7,323,656 144,146 98.4 15.7 92.9 

1,569,688 441,597 2,011,285 1,476,098 30,480 1,506,578 94.0 6.9 74.9 

調 定 済 額 収 入 済 額 徴 収 率

（単位：千円）

合 計

国民健康保険税

区 分

(1) 都 市 計 画 税

(ｱ)

(ｲ)

(5)

市 た ば こ 税

特別土地保有税

目 的 税

(ｲ)

(3) 軽 自 動 車 税

(4)

(ｱ)

①

②

③

(ｳ)

(ｴ)

(2) 固 定 資 産 税

普 通 税

(1)

(ｱ)

(ｲ)

市 民 税

－7－



別表４
歳出状況及び前年対比表（性質別）

決 算 額 一 般 財 源 決 算 額 一 般 財 源 決 算 額 一般財源

％ ％ 

3,592,824 3,287,148 3,619,659 3,272,147 △ 0.7 0.5 

2,660,623 1,002,567 2,605,083 895,982 2.1 11.9 

2,644,807 2,509,336 2,958,604 2,801,446 △ 10.6 △ 10.4 

8,898,254 6,799,051 9,183,346 6,969,575 △ 3.1 △ 2.4 

2,316,263 1,859,021 2,497,138 1,905,212 △ 7.2 △ 2.4 

152,172 115,577 155,028 119,093 △ 1.8 △ 3.0 

2,894,338 2,727,807 2,769,475 2,618,703 4.5 4.2 

153,047 136,169 781,902 773,402 △ 80.4 △ 82.4 

761,220 139,638 756,932 173,096 0.6 △ 19.3 

2,904,578 2,699,010 2,885,473 2,678,365 0.7 0.8 

2,422,910 931,662 2,501,789 989,087 △ 3.2 △ 5.8 

普 通 建 設 費 2,405,290 928,342 2,252,651 966,228 6.8 △ 3.9 

補　　　助 1,150,194 346,098 879,338 234,958 30.8 47.3 

単　　　独 1,255,096 582,244 1,373,313 731,270 △ 8.6 △ 20.4 

災害復旧事業 17,620 3,320 249,138 22,859 △ 92.9 △ 85.5 

20,502,782 15,407,935 21,531,083 16,226,533 △ 4.8 △ 5.0 

維 持 補 修 費

補 助 費 等

（単位：千円）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

増 減 率

合 計

区 分

１８　年　度 １７　年　度

積 立 金

投資出資貸付金

繰 出 金

投 資 的 経 費

小 計

物 件 費
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別表５
歳出状況及び前年対比表（目的別）

決 算 額 構成比 一般財源 決 算 額 構成比 一般財源 決算額 一般財源

％ ％ ％ ％ 

議 会 費 257,835 1.2 257,835 257,327 1.2 257,327 0.2 0.2 

総 務 費 2,197,515 10.7 1,920,224 2,563,364 11.9 2,312,088 △ 14.3 △ 16.9 

民 生 費 5,426,795 26.5 3,039,047 5,250,846 24.4 2,890,180 3.4 5.2 

衛 生 費 2,976,773 14.5 2,370,715 3,005,727 14.0 2,285,993 △ 1.0 3.7 

労 働 費 102,093 0.5 57,093 102,219 0.5 55,981 △ 0.1 2.0 

農林水産業費 1,430,913 7.0 749,191 1,477,712 6.9 699,887 △ 3.2 7.0 

商 工 費 79,812 0.4 54,109 73,888 0.3 62,714 8.0 △ 13.7 

土 木 費 2,908,083 14.2 2,287,047 2,922,176 13.6 2,330,200 △ 0.5 △ 1.9 

消 防 費 729,934 3.6 728,415 838,392 3.9 835,076 △ 12.9 △ 12.8 

教 育 費 1,730,602 8.4 1,431,603 1,831,690 8.5 1,672,782 △ 5.5 △ 14.4 

災 害 復 旧 費 17,620 0.1 3,320 249,138 1.1 22,859 △ 92.9 △ 85.5 

公 債 費 2,644,807 12.9 2,509,336 2,958,604 13.7 2,801,446 △ 10.6 △ 10.4 

諸 支 出 金

合 計 20,502,782 100.0 15,407,935 21,531,083 100.0 16,226,533 △ 4.8 △ 5.0 

区 分

（単位：千円）

１８　年　度 １７　年　度 増 減 率

－9－



別表６
歳 入 の 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

市 税 29.5  29.4  31.8  34.3  35.0  

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.4  0.5  0.6  0.6  0.6  

地 方 交 付 税 28.7  29.6  29.4  28.4  27.2  

分 担 金 ， 負 担 金 ， 寄 附 金 2.4  2.4  2.5  2.7  3.0  

使 用 料 ・ 手 数 料 2.5  2.3  2.4  2.5  2.5  

国 県 支 出 金 12.4  10.3  12.7  12.2  11.0  

財 産 収 入 0.7  0.4  0.5  1.4  0.5  

繰 越 金 1.4  0.8  0.9  1.1  1.2  

地 方 債 10.2  12.0  7.7  6.2  7.5  

そ の 他 11.8  12.3  11.5  10.6  11.5  

合 計 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

１８１４ １５ １６ １７
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別表７
歳 出 の 性 質 別 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

17.4  18.8  18.5  16.8  17.5  

9.2  10.2  11.9  12.1  13.0  

14.2  14.5  14.2  13.8  12.9  

40.8  43.5  44.6  42.7  43.4  

10.9  10.6  11.1  11.6  11.3  

0.6  0.6  0.6  0.7  0.7  

12.0  13.0  13.1  12.9  14.1  

0.6  0.6  0.8  3.6  0.8  

4.1  4.0  3.8  3.5  3.7  

11.5  12.9  13.7  13.4  14.2  

19.5  14.8  12.3  11.6  11.8  

普 通 建 設 事 業 19.5  14.8  11.1  10.4  11.7  

災 害 復 旧 事 業 － － 1.2  1.2  0.1  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  合 計

投 資 出 資 貸 付 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

１８１４ １５ １６ １７
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別表８
歳 出 の 目 的 別 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

議 会 費 1.2  1.2  1.2  1.2  1.2  

総 務 費 11.1  11.4  11.2  11.9  10.7  

民 生 費 20.3  22.0  24.3  24.4  26.5  

衛 生 費 14.7  14.7  14.5  14.0  14.5  

労 働 費 0.5  0.4  0.5  0.5  0.5  

農 林 水 産 業 費 7.2  5.9  7.2  6.9  7.0  

商 工 費 0.4  0.3  0.3  0.3  0.4  

土 木 費 14.6  14.3  13.5  13.6  14.2  

消 防 費 2.9  3.2  3.7  3.9  3.6  

教 育 費 12.9  12.1  8.3  8.5  8.4  

災 害 復 旧 費 － － 1.1  1.1  0.1  

公 債 費 14.2  14.5  14.2  13.7  12.9  

諸 支 出 金 － － － － －

合 計 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

１８１４ １５ １６ １７
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別表９

１４ １５ １６ １７ １８

94.8       92.2       89.4       85.3       90.5       

(99.2)      (100.0)      (95.3)      (89.5)      (94.6)      

( )

( )

2. 経常収支比率

3.
経常一般財源
指 数

4. 実質収支比率

補助費等比率

5.
義務的経費の
構 成 比

6. 公 債 費 比 率

8.
実質公債費比

率

10.
普通建設事業
費 比 率

11.

基 準 財 政 収 入 額
基 準 財 政 需 要 額

経 常 一 般 財 源 収 入 額
標 準 財 政 規 模

人件費＋扶助費＋公債費
歳 出 総 額

9.

経常経費充当一般財源の額
経 常 一 般 財 源 の 額

× 100（％）

100（％）

（人件費＋扶助費＋公債費）に充当の一般財源

44.6       

× 100（％）

実 質 収 支 の 額
標 準 財 政 規 模

× 100（％）

充 当 一 般 財 源 の 総 額

0.543     

101.5       98.6       

3.1       3.7       

×

0.499     

× 100（％）

100（％）×

)
災害復旧費等に係
る基準財政需要額

事業費補正に係る
基準財政需要額

＋

同　 上 同　 上

補 助 費 等 の 額

公債費充当一般財源－災害復旧費等に係る基準財政需要額
標準財政規模－災害復旧費等に係る基準財政需要額

公債費充当一般財源－

標 準 財 政 規 模 －

(

＋

)

標 準 財 政 規 模
× 100（％）

普 通 建 設 事 業 費 の 額
標 準 財 政 規 模

× 100（％）

普通建設事業
費に対する一
般財源充当率 普 通 建 設 事 業 費 の 額

普通建設事業充当一般財源
× 100（％）

項 目 算 式

　（３カ年平均）1. 財 政 力 指 数

43.4       

46.4       44.1       

14.4       

43.0       

12.1       10.2       

18.2       

21.3       21.2       

15.9       

11.4       

24.5       

20.4       

18.0       17.7       

財　　政　　力　　指　　数 　等　　の　　状　　況

0.502     0.497     

94.9       93.9       

38.6       

×100(％)7. 起債制限比率

40.3       

20.8       19.9       

23.6       32.3       

2.7       

46.2       46.5       

40.8       43.5       

12.7       13.1       

36.8       31.3       

同　 上標 準 財 政 規 模 －

公債費
充当一
般財源

公営企業債の
償還に充てら
れたと認めら
れる繰入金

+ +(

×100(%)

22.7       

災害復旧費や事業
費補正等により基
準財政需要額に算
入された公債費等

)(-

一部事務組合の
地方債の償還に
充てられたと認
められる負担金

+

公債費に準
ずる債務負
担行為の一
般財源

※2.経常収支比率の（　）書きは減税補てん債，臨時税収補てん債，臨時財政対策債を控除した比率

16.6       

42.9       

0.511     

102.7       

3.9       

42.7       

19.0       19.6       

2.0       
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財政指標

0

5

10

15

20

25

30

％

0

20

40

60

80

100

％

公債費比率 17.7 18.9 19.2 19.9 18.7 18.9 19.6 19.0 18.2 15.9 14.4

起債制限比率 12.8 13.8 14.3 14.5 14.0 13.6 13.1 12.7 12.1 11.4 10.2

実質公債費比率 24.5 22.7

経常収支比率 88.4 88.0 89.9 87.6 86.2 90.1 94.8 92.2 89.4 85.3 90.5

平成８年度平成９年度平成10年度平成11年度平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度
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